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（様式２） 
平成３０年１２月 １日 

 
管外調査、研修、要請陳述、各種会議結果（報告） 

 
舞鶴市議会議長 上 野 修 身 様 
 

会派代表者氏名 高橋 秀策 
 
 このたび、管外調査をしましたので、下記のとおり報告します。 
 

記 
 
１ 参加者氏名 

高橋秀策、山本治兵衛、肝付隆治、林三弘、尾関善之、桐野正明、伊藤清美 
 
２ 管外調査 
  北海道函館市、木古内町、奥尻町 
 
３ 期間 
  平成３０年７月２日（月）～５日（木） 
 
４ 経費 
  ７９３，２５０円 
 
５ 結果の概要 
  下記の項目について説明を受けた。 
  函館市：教職員の働き方改革について 
      １ 業務改善に係る取り組みの概要について 
      ２ 取り組みの成果について 
      ３ 今後の課題について 
      対応者：函館教育委員会総務課 
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  木古内町：北海道新幹線に係る取り組み等について 
       １ 新幹線誘致までの経過について 
       ２ 新駅による経済効果について 
       ３ 新幹線誘致によるまちづくりについて 
       ４ 今後の課題について 
       対応者：木古内町長、まちづくり新幹線課新幹線振興室長 
 
  奥尻町：北海道南西沖地震を受けての復興のまちづくりについて 
      １ 復興整備にあたって基本的な考え方について 
      ２ 震災から２５年経過したまちづくりの評価について 
      ３ 今後の課題について 
      対応者：奥尻島津波語り部隊代表、奥尻町議会事務局総務係長 
 
  上記、概要詳細については別紙参照 
 

以上 
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平成３０年 ７月 ２日 午後３：００～ 
於：函館市議会 

 
創政クラブ議員団 会派視察 

 
１ 冒頭挨拶 
函館市議会事務局：本日は歓迎申し上げる。歓迎の意を含めて、当市の概要を申し上げる。

函館は２年前に北海道新幹線が開通した。４００万人の交流人口であったが開通後は交流

人口が大幅に増加している。これまでの交流行程も変化があって、羽田から飛行機での函

館来訪が多かったが最近は新幹線で来られるかたが多くなった。平成１６年に３町１村と

合併し現在の函館市となっている。産業としては周囲のほとんどが海に面している為に水

産業が昔から盛んである。様々な観光資源もある事から再度の来訪をお願い申し上げ、歓

迎の挨拶にかえる。 
高橋幹事長：本日は教職員の働き方改革の研修を申し出たところ、快諾を頂き、感謝を申

し上げる。先ほど挨拶で伺うと新幹線の効果がやはり出ていると聞いた。舞鶴市も北陸新

幹線、山陰新幹線の取り組みを進めているところであり、羨ましく感じる。御市の観光資

源は五稜郭をはじめ全国的にも名をはせるものを有しており、参考になる事も多い。本日

は教職員の働き方改革という事でレクチャーを受けるが様々な文化を考慮しながら研修さ

せて頂きたい。本日はよろしくお願い申し上げる。 
 
２ 目的 
 舞鶴市をはじめ、全国的な取り組みとして働き方改革が行われており、社員や職員が豊

かな人生がおくれるよう取り組みが始まっている。そのような中、特に学校現場の教員や

職員は労務の複雑化や児童、生徒の対応など多大な労務が強いられており、教職員の働き

方改革は特に、求められている。舞鶴市においても同様であり、一刻も早い改善が求めら

れている。そこで今回の調査視察では、職員の立場を特に強く守られている北海道を訪問

し、先進的に改革を進めている函館市教育委員会を調査研究し今後の市教育に反映したい。 
 
３ 教職員の業務改善のための取り組み 
 ① はじめに 
  現在、学校を取り巻く環境は複雑化・多様化し、学校現場が直面する課題も多種多様

であり、教員は様々な教育課題へ対応を求められている。平成２８年度には北海道教育委

員会が実施した「教職員の時間外勤務等に係る実態調査」では小学校で 23,4％、中学校で

は 46,9％の教員（主幹教諭、教諭）が週 60 時間以上の勤務を行っているという結果がでて

おり、函館市においても同様の傾向がある。教員が健康でやりがいを持って働くことがで

きる環境を整え、子ども達と向き合う時間を確保することは重要であり、教員の負担を軽
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減する取り組みの実行が求められている。こうしたことから、函館市教育委員会では学校

現場の業務改善に向けた取り組みに関して、現状の把握と意見聴取を目的として、教員等

を構成メンバーとする函館市立学校業務改善ワーキンググループを立ち上げ、本年７月か

ら数回にわたり意見交換を行ってきた。 
 
 ② 本来担うべき業務に専念できる環境の整備 
  ⑴ 専門スタッフ等の配置促進 
   現在の取り組み 

・免許外教科担当の解消を図る非常勤講師の活用を推進する。 
   ・学習等をサポートする特別支援教育支援員や学生ボランティアの活用を推進する。 
   ・児童生徒の心のケアを行うスクールカウンセラーやこころの相談員の活用を推進

する。 
   ・特別な教育支援が実用と考えられる児童生徒等の支援を行う特別支援教育巡回指

導員の活用を推進する。 
 
   今後の検討課題 
   ・様々な生徒指導上の課題等に対応するため、関係機関と連携して児童生徒を支援

するスクールソーシャルワーカーの配置を検討する。 
   ・学校図書館の環境整備や読書活動の充実を図る学校司書の配置を検討する。 
 
  ⑵ ＩＣＴの活用や校務支援システムの導入促進 
   現在の取組 
   ・全教職員に一人 1 台整備している校務用パソコンを活用した情報の共有化や業務

の効率化を図る。 
 
   今後の検討課題 
   ・学校や児童生徒に関する様々な情報をデジタル化し、共有することで教職員の事

務負担を軽減する校務支援システムを全校に導入することを検討する。 
   ・学校でのＩＣＴ活用をサポートする専門的な人材の配置を検討する。 
 
  ⑶ 地域との協働の推進による学校を応援・支援する体制づくりの推進 
   現在の取り組み 
   ・町内会等とこれまで以上に連携し、地域として児童生徒の登下校や放課後の見守

りを行う取り組みを推進する。 
   
   今後の検討課題 
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   ・学校、地域、家庭が一体となって子どもたちを育む「地域とともにある学校」へ

の転換を図る為、コミュニティ・スクールの早期の全校導入を目指す。 
 
  ⑷ 学校給食費及びその他の学校徴収金の徴収・管理業務の負担軽減 
   今後の検討課題 
   ・学校給食費の未納世帯への対応について、徴収・管理業務の負担軽減策を検討す

る。 
   ・教材費などの各種学校徴収金について、徴収・管理業務の負担軽減策を検討する。 
 
 ③ 部活指導に関わる負担の軽減 
  ⑴ 部活動休養日の完全実施 
   今後の課題 
   ・部活動休養日を土日のいずれか１日を含む週２日とする。 
   ・テスト期間前や教員会議費の部活動を休止する。 
 
  ⑵ 外部指導者の活用 
   現在の取り組み 
   ・部活動の充実と技術指導面や精神面における教員の負担軽減を図る部活動地域支

援者の活用を推進する。 
    
   今後の検討課題 
   ・各種大会や練習試合等への生徒の引率も可能な部活動指導員の配置を検討する。 
 
  ⑶ 複数顧問の効率的な活用 
   現在の取り組み 
   ・一人の教職員に過度の負担がかからないよう、複数顧問の配置を促進する。 
 
 ④ 勤務時間を意識した働き方の推進と学校運営体制の充実 
  ⑴ 教職員のワークライフバランスの推進 
   現在の取り組み 
   ・管理職や教職員に対して、勤務時間について改めて意識を持って勤務するよう、

意識啓発を図る。 
 
   今後の検討課題 
   ・職員会議日を定時退勤日に設定する。 
   ・原則１９時までに全教職員が必ず退勤するよう意識を図る。 
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  ⑵ 長期休業期間中における一定期間の「学校閉庁日」の設定の検討 
   今後の検討課題 
   ・各学校が長期休業期間中に３日以内の連続した学校閉庁日を設定することにより、

教職員が年次有給休暇を取得しやすい環境を整える。 
 
  ⑶ 勤務時間を客観的に把握する仕組みの構築 
   今後の検討課題 
   ・教職員一人ひとりの勤務時間を客観的に把握するための仕組みを検討する。 
 
  ⑷ 管理職のマネジメント研修等の実施 
   現在の取組 
   ・学校教育指導監の学校訪問等での指導助言による学校長のマネジメント力の強化

を促進する。 
   ・職員朝会や会議の縮減、各種会議等のペーパーレス化を促進する。 
   ・様々な機会を通じ、管理職が自ら勤務時間を意識するよう促し、各学校での時間

外勤務縮減に向けた取り組みを促進する。 
  
   今後の検討課題 
   ・校務分掌や特別委員会等の組織の見直しにより、勤務時間縮減に繋がった事例を

共有し、全学校での実施を推進する。 
   ・管理職に対し組織管理や時間管理、健康安全管理等のマネジメント研修を実施し、

意識改革と実践力の向上を図る。 
 
  ⑸ 事務機能の強化・業務の効率化 
   今後の検討課題 
   ・教員と事務職員との間での一層の業務の連携等により業務を見直し、事務機能の

強化と事務の効率化を図る。 
    
 ⑤ 教育委員会による学校サポート体制の充実 
  ⑴ 調査業務等の見直し 
   現在の取り組み 
   ・学校に発出する調査等を精査し、縮減に努める。 
 
   今後の検討課題 
   ・各種団体からの学校への行事への参加や作品の応募依頼等について、学校現場の
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負担解消のため、各種団体等の理解促進を図る。 
  ⑵ 勤務管理に関する各制度の利用の徹底 
   現在の取り組み 
   ・週休日の振り替えや変形労働時間制度、勤務のスライドの活用の徹底を図る。 
 
  ⑶ 保護者や地域住民等の理解を得るための取り組みの促進 
   今後の検討課題 
   ・教員の時間外勤務削減の取り組みに対する保護者、地域住民、市役所各部局の理

解促進を図る。 
 
 ⑥ その他の取り組み 
  今後の検討課題 
  ・長期休業期間の研修の開催や、講師や指導主事の派遣による学校での研修の開催な

ど、研修の在り方を検討する。 
  ・児童生徒の情報通信機器を使用した問題行動の未然防止・早期発見・早期対応を図

るため、インターネット上における不適切な書き込みなど状況を確認する取り組み

を実施する。 
  
４ 質疑応答 
伊藤議員：学生ボランティアの活用が説明にあったが、具体的な取り組み内容については

どうか。 
函館市職員：担当外の為に詳しい資料は手元にないが、学生ボランティアを募集し、ニー

ズのある学校とのマッチングを図っている。 
肝付議員：児童生徒のこころの相談員について、なにか配置の必要性がある事案があるの

か。 
函館市職員：中学校に配置しており、何校かを担当しており、２名導入している。 
林議員：不登校の生徒について、対応策はどのような事業を展開しているのか。 
函館市職員：退職した教員が不登校対応施設、やすらぎ学級に配備されており、不登校対

応を行っている。 
肝付議員：地域との協働促進について、放課後の見守りについてはどうか。 
函館市職員：町内会の方が下校時刻にあわせて通学路の安全対策に尽力を頂いている。 
尾関議員：ＩＣＴ導入について、校務システムはどういうものか。 
函館市職員：共同事業型のシステムを試験的に導入、後に全校導入を目指す。業務が月に

２６時間ほど削減の効果があるように聞くから早期に整備したい。 
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５ 所見 
 全国的は取り組みと考え方として働き方の改革が企業をはじめ、公的な機関の職場でも

行われている。函館市はＩＣＴの積極的な導入や正職員の負担を軽減する為に、免許外教

科には積極的に非常勤講師を採用するなど、業務の分散と連携が行われていた。それぞれ

の職場や教育委員会の中でも負担軽減は意識共有が図られ改革は進めているように感じた。

舞鶴市の教育現場においても教職員の勤務形態は複雑化かつ、長時間化している事から大

きな参考とし、今後の政策提言に努めたい。 
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平成３０年 ７月 ３日 午後１：００～ 
於：北海道木古内町 木古内駅前道の駅 

 
創政クラブ議員団 会派視察 

 
１ 冒頭挨拶 
木古内町長：本日は遠くからの訪問を頂き、感謝を申し上げる。小さな町でありながらも

今回の訪問を心待ちしていたところである。本日の研修は新幹線の誘致という事で関係

部署が説明をさせて頂く事になるが何かの参考になるとありがたい。木古内は亀が町章

となっているが、舞鶴の方々を訪問頂いたという事は大変、縁起のいい日になると確信

している。参考となる事を祈念し歓迎の挨拶に代える。 
高橋幹事長：本日は町長御自ら歓迎の挨拶を頂戴し、担当課職員からも温かい歓迎をうけ

心から感謝を申し上げる。舞鶴は北陸新幹線の誘致に取り組みを行っていたが、残念な

結果になった。しかしながら山陰新幹線と北陸新幹線が繋がる事で、日本海側の国土軸

を形成する事を大きな柱として現在も誘致の取り組みを進めている。本日は北海道新幹

線が開通した木古内町を視察させて頂き、今後の活動につなげたい。 
 
２ 目的 
 舞鶴は北陸新幹線の誘致に取り組み、結果としては小浜ルートに決着したが、山陰新幹

線の誘致も見据えて継続的に調査研究を行わなければならない。そこで、今回は北海道新

幹線の木古内町を訪問し、今後の参考とする。 
 
３ 視察内容 
 １ 北海道新幹線に係る取り組み等について 
  ① 新幹線誘致までの経過について 
   新幹線の誘致に関して以下の取り組みを行った。 
   １）駅周辺及び駅前通商店街景観統一事業 
   ２）スカイロード改修事業（現南北自由通路） 
   ３）新幹線高架下整備事業 
   ４）案内看板等整備事業 
   ５）駐車場整備事業 
   ６）観光交流センター整備事業 
    ・名称：道の駅「みそぎの郷きこない」 
    ・特徴：渡島西部・檜山南部９町の広域観光拠点施設として、観光コンシェルジ  

ュが常駐し、特産品などを販売する物販コーナーやレストランなどを併設 
    ・面積：敷地面積 2,225 ㎡、延床面積 843 ㎡ 
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   ・駐車場（無料）：普通車 143 台（うち身障者用 2 台）、大型車 7 台 
   ・指定管理者：一般社団法人 木古内公益振興社 
   ・利用実績：平成 28 年 4 月 100,000 人達成 
         平成 28 年 11 月 500,000 人達成 
         平成 29 年 11 月 1,000,000 人達成 
         平成 30 年 5 月 1,202,669 人達成 
   ・道の駅「みそぎの郷きこない」の主な機能 
    多目的ルーム、交流広場、観光案内、物販コーナー、二次交通、レストラン、ト

イレ 
   ・広域観光コンシェルジュの育成 
    ○総務省の「地域おこし協力隊」制度を利用し、都市部から意欲ある若者を招聘。 
    ○新幹線地域活性特命チーム「はやぶさ 03」の愛称でデビューし、３年間活動。 
    ○平成 27 年度は「観光交流センター開業準備チーム」の一員として活動。 
    ○平成 27 年 10 月から道の駅指定管理者（一社）木古内公益振興社社員に、平成       

28 年 1 月の道の駅オープン以来、９町のことなら何でも知っているコンシェル

ジュとして活躍中。 
   ・インバウンド受け入れに係る取り組み 
    ○インバウンド受入体制整備の一環として、総務省の「地域おこし協力隊」制度

を利用し、平成 29 年 7 月に外国語対応のできる人材を 1 名採用。（対応言語：

英語、広東語、韓国語） 
    ○道の駅内にある道銀ＡＴＭについて、台湾金融カード対応、海外クレジットカ

ード対応。 
    ○木古内駅前通り全域にフリーWIFI を導入。 
    ○道の駅ＨＰの多言語化 
    ○道の駅観光パンフレットコーナーに、言語別ＰＯＰ導入（平成 29 年 10 月） 
  ② 新駅による経済効果について 
   ・経済分析表により評価。（別紙添付） 
  ③ 新幹線誘致によるまちづくりについて 
  ④ 今後の課題について 
   ・新幹線等交通拠点であることを生かした企業誘致及び移住・定住の促進。 
   ・広域観光拠点機能の強化 
   ・観光による経済的波及効果の拡大 
   ・市場動向の変化に対応した観光客受入環境基盤づくり 
   ・地域資源を活用した個性ある観光素材づくり 
４ 質疑応答 
高橋幹事長：どうしてこの地域に駅が出来たのか。 



11 
 

木古内町長：誘致活動はどこの地域も活発に行っていた。函館と青函トンネルの間に事故

等懸案事項から途中に駅をつくる事によった。木古内は既設の駅があったために、誘致

へ有利に働いた。目的が他の駅とは違うために事情が少し違うと思う。 
高橋幹事長：いまから９町連携して観光に取り組んでいく事になると思うが方向性として

はどうか。 
木古内町長：これまで木古内は観光に力を入れてこなかった。残念ながら木古内で観光資

源を売り出すことは難しい。従って９町の資源を結びつけながら、９町を訪問して頂く

ために木古内へ降りてもらう。そのような戦略になると思う。景観よりも食がセールス

ポイントになると思う。 
林議員：観光入込客数が大幅に増えている。これからの観光戦略としてはさらなる増加を

目指していたのか、増えた要因は何か。 
木古内町長：お客が増えた要因があるが、予想していたものとは違う。新幹線の客は降り

てこない。これはＪＲのダイアが悪い。現状では道の駅が新しくなり、車での来場が増

加してきた。地域の方々にご利用いただいているのが現状である。新幹線については今

後の検討課題となっている。 
 
５ 所見 
 町長自ら説明員としてお世話になり、大きな参考となった。新幹線の誘致については独

自の要因があり、誘致活動の末に誘致が実現したのではなく、舞鶴市の誘致実現にはあま

り参考とならないかもしれないが、新幹線開通後の観光客数やまちづくりの状況についは

多大な変化があり、舞鶴市の新幹線誘致は必ずや実現しなくてはならないと強く感じた。

今後の課題としてはダイア改正など様々ではあるが、町内をあげて取り組んでいく姿勢は

大きな参考となった。今後も舞鶴市議会や創政クラブ議員団は新幹線誘致に全力をあげて

取り組む再確認ができたと考える。 
 
 



12 
 

平成３０年 ７月 ４日 午後１：００～ 
於：奥尻町青苗支所 

 
創政クラブ議員団 会派視察 

 
１ 冒頭挨拶 
奥尻町議会事務局職員：本日は遠いところから訪問を頂き感謝を申し上げる。奥尻島の地

震から２５年が経過し、復興も半ばを過ぎたところもあるが課題も多い。本日の研修が

皆様がたの参考になれば幸いである。 
高橋幹事長：本日は視察の申し入れを行ったところ、快く受諾を頂き、感謝を申し上げる。

災害はいつなんどき、起こるかわからいので、常に備えをしておかなくてはならないが、

奥尻島の復興については、のちの参考に大であるために研修をさせていただきたい。本

日はよろしく申し上げる。 
 
２ 目的 
 災害に対する備えは常日頃から行わなければならないが、復興の手順について様々なケ

ースがあり、参考となる事例を研究しておかなければならない。そこで本日は奥尻島の復

興について調査研究を行う。 
 
３ 調査項目 
 北海道南西沖地震を受けての復興のまちづくりについて 
 １ 復興事業費及び義捐金について 
  ・復興事業費について 

事業主体 事業費（億円） 内  容 
国（開発建設部） １６３．０億円 奥尻港湾～７８億円 

青苗漁港～４５億円 
神威脇漁港～１３億円 
人口地盤～２７億円 

国（営林署） ５８．１億円 観音山崩落整備 
北海道（土木現業所） ３５０．０億円 防波堤～２１１．４億円 

水門～４４．６億円 
その他～９４．０億円 

北海道（檜山支庁） ３４．１億円 治山事業 
奥尻町 １５８．５億円 平成１５年３月迄 
合計 ７６３．７億円  
 



 

  ・義捐金について 
使  途 
見舞金 
災害復興基金 
後継者育成基金 
復興育英基金 
復興奨学資金基金 
災害復旧・防災対策費 
総  額 
 
 ２ 奥尻島人口及び世帯数の推移について
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金  額 
４０億１千８百万円 
１３３億３千３百万円 
１０億円 
５千万円 
５千万円 
５億９千７百万円 
１９０億４千８百万円 

奥尻島人口及び世帯数の推移について 

 



 

 ３ 奥尻島観光客入込数の推移について
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奥尻島観光客入込数の推移について 

 



 

４ 東日本大震災におけるＮＰＯの活動実態

 
４ 質疑応答他、レクチャー内容

林議員：この奥尻島の復興にはマスコミ等の報道もあり、非常に関心が高かった。防潮堤

で島全体を囲みこんだ。そして高台移転も行っている。

抜 3ｍの地点もある。相反する施策がとられているように感じる所があるが説明を求める。

震災語り部隊：防潮堤から説明する。２５年前の防潮堤整備と今の防潮堤整備に対する考

え方が全く違う。当時は宮城県、今の宮古町にある防潮堤を見たときに津波対策として

一番であると感じた。したがって防潮堤の整備を当時の町長に具申した。ところが防潮

堤の提案を行う前に高台への全

てみると、住民のほとんどが漁師である為に高台への移転は拒否した。住民らの意識共

通は困難を極めた。高台への移転よりもこれまで住んでいた地域での暮らしを優先した

い住民感情から一部移転と防潮堤の整備へとかじを切った。防潮堤に対する当時の国の

考え方は津波と集落だけを守る考え方であった。被害を受けた青苗地区は

襲来したので 11ｍの防潮堤を考えた。国の災害復旧の考え方はあくまで

11ｍの防潮堤を、集落が無い所は防潮堤を整備しないという考え方であ

については集落が無い為に防潮堤の整備は行わなかった。ところが中央の防災研究所で

の結論は違った。津波は弱いところに集中するから島全体に防潮堤を整備した方が良い

という検討結果が出されていた。このような状況にあって住民の意見もまとまらず、復
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東日本大震災におけるＮＰＯの活動実態 

質疑応答他、レクチャー内容 
林議員：この奥尻島の復興にはマスコミ等の報道もあり、非常に関心が高かった。防潮堤

で島全体を囲みこんだ。そして高台移転も行っている。11.7ｍの高台であるが、一方、海

ｍの地点もある。相反する施策がとられているように感じる所があるが説明を求める。

震災語り部隊：防潮堤から説明する。２５年前の防潮堤整備と今の防潮堤整備に対する考

え方が全く違う。当時は宮城県、今の宮古町にある防潮堤を見たときに津波対策として

一番であると感じた。したがって防潮堤の整備を当時の町長に具申した。ところが防潮

堤の提案を行う前に高台への全戸移転を当時の行政は考えていた。住民らの意見を聞い

てみると、住民のほとんどが漁師である為に高台への移転は拒否した。住民らの意識共

通は困難を極めた。高台への移転よりもこれまで住んでいた地域での暮らしを優先した

い住民感情から一部移転と防潮堤の整備へとかじを切った。防潮堤に対する当時の国の

考え方は津波と集落だけを守る考え方であった。被害を受けた青苗地区は

ｍの防潮堤を考えた。国の災害復旧の考え方はあくまで

ｍの防潮堤を、集落が無い所は防潮堤を整備しないという考え方であ

については集落が無い為に防潮堤の整備は行わなかった。ところが中央の防災研究所で

の結論は違った。津波は弱いところに集中するから島全体に防潮堤を整備した方が良い

という検討結果が出されていた。このような状況にあって住民の意見もまとまらず、復

 

林議員：この奥尻島の復興にはマスコミ等の報道もあり、非常に関心が高かった。防潮堤

ｍの高台であるが、一方、海

ｍの地点もある。相反する施策がとられているように感じる所があるが説明を求める。 
震災語り部隊：防潮堤から説明する。２５年前の防潮堤整備と今の防潮堤整備に対する考

え方が全く違う。当時は宮城県、今の宮古町にある防潮堤を見たときに津波対策として

一番であると感じた。したがって防潮堤の整備を当時の町長に具申した。ところが防潮

戸移転を当時の行政は考えていた。住民らの意見を聞い

てみると、住民のほとんどが漁師である為に高台への移転は拒否した。住民らの意識共

通は困難を極めた。高台への移転よりもこれまで住んでいた地域での暮らしを優先した

い住民感情から一部移転と防潮堤の整備へとかじを切った。防潮堤に対する当時の国の

考え方は津波と集落だけを守る考え方であった。被害を受けた青苗地区は 11ｍの津波が

ｍの防潮堤を考えた。国の災害復旧の考え方はあくまで 11ｍの津波なら

ｍの防潮堤を、集落が無い所は防潮堤を整備しないという考え方であって、島の西部

については集落が無い為に防潮堤の整備は行わなかった。ところが中央の防災研究所で

の結論は違った。津波は弱いところに集中するから島全体に防潮堤を整備した方が良い

という検討結果が出されていた。このような状況にあって住民の意見もまとまらず、復
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興には困難を極めた。防潮堤の反対意見としては、島の景観を壊すといった意見や、カ

キの養殖業者から漁業権を主張されたり、森や山からの流水や生活排水や道路排水の心

配まで多岐にわたった。防潮堤の整備にあたっては丁寧に住民の意見をくみ取り対策を

行った。特に景観対策には防潮堤が威圧感を与えないように十分に配慮した。今回の事

例で言える事はこういった災害対策には国やＮＰＯ、研究機関など様々な意見がでるが

大切な事は出来るか出来ないかの議論がおざなりにされがちであるという事である。結

論が出ないからである。 
林議員：さきほど寄った地区では多くの住民が住んでいらっしゃるように感じたが浜の方

に住家は無いように感じた。 
震災語り部隊：浜の方はこれから見学をいただくが、津波襲来の前には多くの建物があっ

た。ところが、防潮堤整備にともなって区画整理をおこなったが作業用のスペースにつ

いては集約を行った。防災の観点からなるべく、分散していた建造物を供用スペースと

して整理する事によって簡素化した。 
肝付議員：人口の減少が多いようだが、流出を止めるのは難しいのであろう。そこで公金

で漁船を購入されているが、次世代の流出には効果があったのか。 
震災語り部隊：生産業の担い手不足は深刻であり、一次産業への就業意識は薄れている。

過疎対策は歴代町長は一生懸命にやっていたが、効果は上がっていない。観光などのサ

ービス業は一時の離島やグルメブームの際には賑わったが、あくまで一時的であった。 
 
５ 奥尻島津波館の視察について 
 当日は台風が襲来し道路が寸断されたために奥尻島津波館の視察には至らなかった。 
 
６ 所見 
 訪問時に台風が襲来したために、目的の一つであった奥尻島津波館の視察が行えなかっ

たことについては残念でならない。調査研究の対応には奥尻町津波語り部隊のメンバーに

説明を受けたが、この方については震災復興当時の町役場担当職員だった事もあり、大き

な参考となった。とりわけ、奥尻島の復興には莫大な金銭をかけ復興事業を行ったが、減

少し続ける町民人口から批判が強い。しかしながら説明の中でバブル景気により義援金が

多く集まった事、町民の要望を最優先に調整し行ったことから、住民の安心・安全を作る

ことや一刻も早い復旧については達成及び実現できたことから批判にはあたらないと説明

をうけた。所見としては、災害の復旧や復興は過去の事例をもとに参考とする事があるた

め、阪神淡路大震災や東日本大震災の復興には奥尻島の経験も大きな参考となったはずで

ある。今回の訪問により受けた説明については、今後、いつ起こるか分からない災害の備

えとして参考としたい。 
 


